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和歌山市の結核高罹患率要因の分析(1)

―患者の年齢階層と登録時菌結果を中心に―
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Over the last 20 years, the decrease in the incidence of Tuberculosis (TB) in Japan has 

slowed down. As of 1999, the incidence rate was 34.6 per 100,000 population in Japan, 

which was higher than that of the other developed countries, and the incidence rate in the 

city of Wakayama, one of the prefectural capital cities in Japan, during the same period 

was 42.9 per 100,000 population.

We investigated the causes of this high incidence rate of TB in Wakayama City according 
to the analysis by age groups and sputum test results when patients are newly registered. 
Comparing our data during the period from 1. 1. 1998 to 12. 31. 1999 with data during the 
same period in the whole country and the rest of Wakayama Pref., the following results 
were obtained. Observing by age–groups, the incidence of TB in Wakayama City as well 
as in the rest of Wakayama Pref. and in the whole country was highest in the age–group 
above 70 years of age, though the rate of Wakayama City was significantly higher (146.2 

per 100,000 population) than that in the rest of Wakayama Pref. (98.5 per 100,000 popu-
lation) and that in the whole country (90.3 per 100,000 population). Furthermore, the 
incidence rate of cases diagnosed as TB without bacteriological proof in Wakayama City 

(57.1 per 100,000 population) was significantly higher than that of the whole country 
(33.7 per 100,000 population).

Therefore, we concluded that one of the causes of high incidence of TB in Wakayama 

City was due to inappropriate method of diagnosing TB. More extensive use of sputum 

examination and strict evaluation of cases without bacteriological proof are desirable to
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increase the accuracy of TB diagnosis in Wakayama City.

Key words Wakayama City, Incidence of 

Tuberculosis, Sputum test-negative pulmo-

nary tuberculosis, Aged population
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は じ め に

日本 では1977年 以降,結 核罹 患率 減少 鈍化 が続 い て

お り,最 近では増加傾 向す ら見 られる1)。 その主 な要 因

として,過 去 の結核 まん延 の影響 と人口の急速 な高齢化

が指摘 されている。あるいは都市へ の人口集中,結 核対

策軽視 や診 断の遅れ,結 核減少 に伴 う過剰診 断の相対 的

増加等 も要 因 となっている2)。

1975年 以降の和歌 山市 の結核 罹患率推移 を見る と,罹

患 率鈍化 は明 らかでは ないが,常 時全 国 の1.3～1.8倍

の高罹患 率で推移 している(Fig.1)。

そ こで,患 者 の年齢 階層別 に罹患 率 を検討 し,ま た

1999年 については菌検 査結 果 を正確 に把 握 し診 断精 度

と和歌 山市の高罹患 率 との関係 を分析 し,そ の高罹患要

因を明 らかに しようと考えた。

方 法

和歌 山市は大阪府南 部に隣接 し,人 口 は約39万 人 で

ある。65歳 以上の高齢 者人口比率は,国 勢調査年であっ

た1995年 現在15.2%(和 歌山市 を除 く和 歌 山県 は19.7

%)で,全 国に比べやや高い程度であ る(全 国14.2%)

(Table)。

和歌 山市,和 歌 山市 を除 く和歌 山県(以 下,和 歌 山県

下 と略す),全 国それぞれにつ き,1998年1月1日 か ら

1999年12月31日 までの新登録活動性結核 患者 につい て

検討 した。

和歌 山市 の新登録患 者 につ いて,1998年1月1日 か

ら1998年12月31日 の患者 については ビジブル カー ドの

みか ら,1999年1月1日 か ら1999年12月31日 の患 者 に

ついては ビジブルカー ドに加 えて結核菌情報 を初 回登録

時の菌検査結 果を同定 も含 めて医療機 関に確 認 して正確

な情報 を得 た。和歌 山県 下 と全 国の新登録患者 について

は結核発生 動向調査 か ら情報 を得 た。結 核罹 患率 は,3

者 とも2年 分の新 登録 患者 数 を合 計 し,1998年 と1999

年の10月1日 現在推計 人口の和 を用 いて計 算 した。 年

齢調 整罹患 率は,1995年10月1日 現 在 の全 国の 人 口 を

基準 人口 として行 った。

年齢 階層別の登録 時菌結果の関係 を分析 するために,

1998年1月1日 か ら1999年12月31日 までの新登録 活動

性肺 結核患 者数 を同様 な方法で得,年 齢階級 別新登録肺

結核 患者罹患率 と,年 齢 階級 別塗抹 陽性 罹患 率,さ らに

〔菌陰性 ・菌検査 未実施 ・菌結 果不 明 〕罹患 率 を求め,

和 歌山市,和 歌山県下,全 国の3者 で比較検 討 した。年

齢 階級別人口は,和 歌 山市 と和歌 山県下 につ いては1998

Fig. 1 Change of rate of incidence (per 100,000) of 
newly registered cases in the city of Wakayama, 
Wakayama Pref. except Wakayama and Japan
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Table Population, percentage of the population over 65, rate of incidence of newly 
registered cases during 1. 1. 1998 to 12. 31. 1999 and the same rate age adjusted, in 
Wakayama, Wakayama Pref. except Wakayama and Japan

年 と1999年3月31日 現在の住民基本 台帳 年齢 階級 別人

口の和 に,同 人 口の総和 と1998年 と1999年 の10月1日

現在推計人 口の総和の比 を掛 け合 わせて補正 した。全国

について は1998年 と1999年 の10月1日 現在推 計年齢 階

級別人 口の和 を用いた。

70歳 以上の3者 の罹患率,塗 抹陽性罹患率,〔菌陰性 ・

菌検査未実施 ・菌結果不明 〕罹患率 間の有意差検定 には

母比率検定 を用いた。

結 果

(1)和 歌山市,和 歌 山県下 と全国の罹患率お よび年齢

調整罹患率(Table)

1998～1999年 の全国の結核罹患率が人 口10万 対33.5

に対 して,和 歌 山市 が45.3,和 歌山県下 は40.0で あった。

1999年 の和歌山市の結核 発生 動 向調査 結 果 に基 づ く罹

患率 は45.5で あ ったが,初 感染結 核 に対 す る6カ 月以

上の予防投与例や,同 定 によって非定型抗酸菌症 に転症

した10症 例(5.6%)を 除いた結果,42.9ま で低下 した。

1998年 の和歌山市新登録 活動 性結 核患 者 数 に も同程 度

の割合で非結核患者が紛れ込 んでい る と仮 定 し,5.6%

にあた る10症 例 を除いて1998～1999年 の罹患率 を計 算

す ると44.2と な り,な お,和 歌 山県 下 や全 国 に比 べ,

和歌山市の罹患率が高い ことがわか った。 また年齢調整

した罹患率が和歌山市 で は43.9,和 歌 山県下 で は35.4

まで,と もに粗罹患率 よ り低下 したが,年 齢調整 を行 っ

て も和歌山市の罹患率が高か った。和歌山県下で は年齢

調整す ることによって顕著 に罹患率 は低下 し,全 国 レベ

ル に近づいた。

(2)和 歌山市,和 歌山県下 と全国の年齢階級別罹 患率,

塗抹陽性罹患率,〔 菌陰性 ・菌検査未実施 ・菌結果不明 〕

罹患率の比較(Fig. 2-1, 2-2)

1998～1999年 の和 歌山市,和 歌 山県下,全 国の年 齢

階級別新登録 肺結核 患者罹 患率 を比 較す る と,60歳 代

まで の罹患率 はほぼ同程 度 だが,70歳 以 上で和 歌 山市

146.2,和 歌 山県 下98.5,全 国90.3と,和 歌 山県 下

(p<0.01)お よび全国(p<0.001)に 比べ有意 に和歌 山

市の罹患率が高か った。 しか しそれぞれの年齢階級別塗

抹陽性罹患率 について は,和 歌 山市,和 歌 山県下,全 国

で どの年齢層 ともほぼ同程度の罹患率値 とな り,有 意差

は見 られ なか った。

さらに年齢階級別新登録肺結核患者罹患率か ら年齢階

級別塗抹陽性罹患率 と培養陽性罹患率 を除 き,年 齢階級

別 〔菌陰性 ・菌検査未実施 ・菌結果不明 〕罹患率(1999

年の和歌 山市の菌結果不明 は0で あ る)を それぞれ につ

いて算出 した ところ,70歳 以上 で和歌 山市57.1,和 歌

山県下44.3,全 国33.7と な り,全 国 に比べ 和歌 山市 は

有意 に 〔菌陰性 ・菌検査未実施 ・菌結果不明 〕患者の罹

患率が高か った(p<0.005)。

1999年 の和歌 山市の菌 検査 結 果 につい て は医療機 関

照会 を行い不明 をな くし,よ り正確 な菌情報を得たので,

1999年 だけで3者 のそ れぞ れの 罹患率 を比 較 した とこ

ろ,70歳 以上で和歌 山市の罹患率 は133.8,和 歌 山県下

106.8,全 国98.3で,全 国 に比べ和歌 山市 は有 意 に罹 患

率が高か った(p<0.025)。 年齢階級別 〔菌 陰性 ・菌 検

査未実施 〕罹患率 は,70歳 以上 で和歌 山市55.8,和 歌

山県下43.1,全 国33.7と な り,全 国 に比べ 和歌 山市 は

〔菌陰性 ・菌検査未実施 〕患者の罹患率が高い傾向が見

られた(p<0.05)。

考 察

年齢調整 した後 も和歌山市の罹患率が高か った ことか

ら,高 罹患率の要因 としていわゆ る'高 齢者の結核'以

外の要因が存在 している と考え られた。その一因 として

70歳 以上の 〔菌陰性 ・菌検査 未実 施 〕患者 罹患 率が 高

い ことがあげ られた。

結核 活動性分類の歴史 をさか のぼ る と,1961年 か ら
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Fig. 2-1 Rate of incidence of newly registered active pulmonary tuberculosis cases 
during 1. 1. 1998 to 12. 31. 1999 and the same rate of smear-positive cases by age in 

the city of Wakayama, Wakayama Prefecture except Wakayama, and Japan

Fig. 2-2 Rate of incidence (per 100,000) of newly registered active pulmonary tuberculosis 
cases during 1. 1. 1998 to 12. 31. 1999 and the same rate of bacteriological negative, un- 
examined, or unknown cases by age in the city of Wakayama, Wakayama Prefecture except 
Wakayama, and Japan

保健所 の結核登録票 に活動性分類が用 い られ てお り,そ

の内容 はX線 上空洞 を伴 うか否 かが 感染性 か どうかの

判 断の大 きなポイン トとなっていた。その後世界の趨勢

は菌検査結果重視 に変 わ り,わ が 国で も1971年 か ら病

型が1-II型 であって も12カ 月以上連続 して菌 陰性 で あ

れば非感染性 と扱 うこ とになった。そ して1995年,菌 検

査結果 に基づ いた活動性分類 に改定 され今 日に至 ってい

る5)。 しか し実際 には登 録 時菌 陰性 で,X線 上 陳旧性

陰影 か活動性 か判 断 しがたい症例や,喀 痰検査'未 施行'

(主には喀痰 が出ない とい う理 由)の 症例 が見 られ るの

が現実 である。1999年 和歌 山市 新登 録活 動性 肺結核 患

者 の うち,届 出時菌検査 未施行 は5例(3.5%)あ った。

1997～1998年 度 に山下 らは1994～1996年 に登録 され

た肺結核患者の コホ ー ト観察 調査6)を 行 ったが,そ の

結果 に基づ き和歌 山市で1994～1996年 に登 録 され た肺

結核患者512人 につい て,菌 情報 と して塗抹陽性 だ けで

な く培養陽性 も加 えて検討 し,治 療 中断 ・失敗 を再評価

した。 その結果,主 な 「治療 中断」(治 療 開始後9カ 月

以 内に通算2カ 月以上治療 を中断)理 由は診断的治療 と

して主治医 によって行 われ た1～3カ 月 ・1～3剤 治療

(8/26人)と,陳 旧性肺結核患者 に対す る2～3カ 月 ・

3～4剤 の予 防的治療(4/26人)で あった 。またそ の結

果,治 療 中断率 は1998年 度 コホー ト観察調査分で5.6%

と,全 国(4.4%)よ り高か った7)。 この結 果か ら,和

歌 山市 の結核罹患率が高 い原 因の1つ と して,和 歌 山市

の結核治療 を行 う医療側 に,結 核 の診断,お よび治療 開
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始の タイ ミングや標準 治療期 間についての認識 が不十分

である可能性 が考え られる8)。 しか し最終的 には,不 十

分 な診 断根拠 で公 費負担 申請を承 認 して きた結核診査協

議会 が十分機 能 していなかったこ とが示 唆される。

活動性結核 と診 断する根拠 に乏 しいケースは,結 核診

査協議会 において期 間を限って(た とえば3カ 月等)承

認 されるこ とが多 いが,初 回申請 時に一旦保留 し,喀 疲

検査 やCT検 査,過 去 の胸部X線 検 査結 果 を求 めて再

検討す るシス テムが,和 歌 山市で は最近 ようや く整いつ

つ ある。一方 で,診 査会で期 間を限って申請 を承認 した

ケース につ き,保 健所側 も期 間が切れ た時点での医療受

診状況の確認 を行 わない ため,そ のまま転症手続 きもな

く中断扱い になってい たケ ースが見 られ る。あ るい は,

申請時以降の菌検査結果 を把握 してい ない場合が多い。

す なわ ち菌検査結果 に基づ く活動性分類 と確定診断の確

認作業が保健所で もタイム リー に行われてい ない実態が

あ る。

以上か ら,和 歌山市 にお け る70歳 以 上 の高罹 患率 の

原因 として,診 断根拠 が不明確 な活動性結核 症例 が混在

している ことがあげ られ,そ れは医療 側のみな らず結核

診査協 議会 を含 めた保健所側 の機 能が不 十分 である こと

に よる と言 うことがで きる。

ところが1993年 地域保健法 施行 後,全 国 的 に保 健所

の統合 と機構改革 が進 め られ,保 健所 ・保健 セ ンターの

結核管理体 制はますます弱体化 しつつある。1保 健 所 が

管轄 する地域 が拡 が り,保 健 セ ンター との役割分担 や連

携 には多 かれ少 なかれ問題 を抱 えているのではないだろ

うか。また管轄す る地域 が拡大 し,管 理すべ き患者数,

定期外検診件数が増加 したに もかかわらず,現 場 では増

員が ままならない状況で ある。

また 日本 では公費負担 申請 をす るために発生届が 出さ

れ,そ れ によって登録 された症例 しか患者管理 され てい

ない状況 に近い ように伺 える。空気感染す る感染症であ

るか ら保健所で管理す る必要があ るの だが,保 健所の役

割 は公費負担の妥当性 を審査す ることが主で,公 費負担

の必要が なければ菌情報等 も提供す る必要が ない と勘違

い してい る医療従事者 も少数で はあ るがお り,現 場のス

タッフが 情報 を得 る上で苦労す ることがある。その点で,

ニ ュー ヨー ク市の結核 患者管理 システムは 目を見張る も

のがあ る。同市では患者の把握か ら治療中断 ・脱 落 を防

止す るための さまざまな工夫がな されている。た とえば

発生動向調査 は市条例 に より検査 室に も届 出が義務 づけ

られているだけでな く,市 のス タッフが出かけていって

市 内の全検査室 の検査 台帳をチェ ックするこ とが許可 さ

れている。特 に菌陰性患者が登録 された場合など,ス タッ

フが患者 のカルテを確認 する権 限 も付与 されている。ま

た3カ 月に1度 行 われるコホー ト会 議 は,対 象 が7～9

カ月前 に登録 された全症例 で,治 療結果 と成績 を評価す

る会議 であるが,治 療が終了 したであろう時期 に行 われ

るため,確 定診 断,治 療状況が確認 で き,患 者管理 の質

の向上 を 目指す上 で非常 に有用 な方法で ある。結核対策

に従事す るスタッフ数が 日本 の標準的保健所 よ り数十倍

も多 いことは言 うまで もない。

今 回検討 したことか ら,結 論 と して保健所側の患者管

理 の不徹底が導かれたが,そ れが単 に現場 だけの問題で

はな く,現 状の管理 シス テム に限界があ るので はないか

と思 われ た。

結 語

全国 に比べ結核罹患率が高い和歌山市で,結 核患者の

年齢層,登 録時菌結果 を中心 に検討 した ところ,高 い罹

患率の原因の1つ として70歳 以上 の 〔菌 陰性 ・菌検 査

未実施 ・菌結果不明 〕患者の多い ことがわかった。

本文の要 旨は第75回 日本結核 病学会(2000年,大 阪)

で報告 した。
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